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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

 

2024年６月24日付で提出した有価証券報告書（自 2023年１月１日 至 2023年12月31日）の記載事項の

うち、「第一部　企業情報　第３ 事業の状況　２ サステナビリティに関する考え方及び取組」におけ

る記載について、基礎となる参照データに誤りがあったため、当該箇所の記載内容を全文差し替える形

で訂正するため、訂正有価証券報告書を提出するものです。

 

２【訂正事項】

 

第一部 企業情報

第３ 事業の状況

２ サステナビリティに関する考え方及び取組

 

３【訂正箇所】

 

訂正箇所が多数に及ぶため、下線は付しておりません。訂正事項については、訂正後のみを記載して

おります。
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＜訂正後＞

第一部　企業情報

第３ 事業の状況

２　サステナビリティに関する考え方及び取組

 

1. ガバナンス及びリスク管理

 

当社の取締役会による監督は、当社の企業戦略、リスク管理及び環境（気候を含む。）に関する方

針、人的資本並びに企業文化に及ぶ。コーポレート・ガバナンス及び企業倫理委員会及び取締役会は、

複数の委員会を通じて、当社のESGに関する取組み及び戦略を監督している。当社のリスク・ガバナンス

体制は、リスク管理活動の基盤として機能し、透明性を高めるとともに、適切な意思決定を可能にして

いる。当社は、当社全体のリスクの特定及び評価、リスク選好の策定並びにリスクの管理及び報告のた

め、共通の枠組みを用いている。

 

気候に関する取組みを含む環境サステナビリティは、コーポレート・ガバナンス及び企業倫理委員

会、及び当社の取締役会によって監督されている。当社の副会長は、当社の気候変動ステアリングカウ

ンシル（当社の気候変動戦略を監視する。）を主導する。気候変動タスクフォースは、当社の気候変動

戦略を支える分析、方針及び実務の策定を推進した。2022年度において、渉外部門内に、総合的かつ組

織全体のサステナビリティ戦略を調整及び実施するサステナビリティ・オフィスを設置・拡大した。

 
2. 重要な戦略、指標及び目標

 

当社は、気候変動がもたらす潜在的リスクを認識し、一般勘定の投資が環境にもたらすマイナスの影

響を減少させ、プラスの影響を拡大させるような投資機会を追求している。2022年度において、気候リ

スク・エクスポージャー評価における次なるステップとして、一般勘定は、そのスコープ３ファイナン

スド・エミッションを評価した。当社は、データの一貫性が向上し、基準が進化する中で、気候リスク

指標を継続的に監視し、その分析を更新することが、慎重なポートフォリオ・リスク管理であると考え

ている。

 

2021年度において、当社は、米国、日本及びブラジルのオフィス物件、データセンター及び車両施設

に係るスコープ１及び２排出量目標について、2050年度までにネットゼロを達成する目標を設定した。

かかる取組みの主要マイルストーンとして、2017年度を基準年度として、2030年度までに温室効果ガス

排出量を55％、2040年度までに97％削減する中間目標を設定し、2040年度までにこれらの施設について

カーボンニュートラルを達成することとしている。当社は、ネットゼロ目標の対象に含まれる施設にお

けるスコープ１及び２の排出量を、2021年度から2022年度にかけて９％削減し、さらに2017年度を基準

年としてスコープ１及び２の排出量を55.5％削減することで、2030年度までの排出削減目標を達成し

た。

 

当社は、信頼できるデータが存在する場合、一般勘定のために行う投資判断にESG要素を組み込むよ

う、資産運用会社に求めている。2022年度の一般勘定の運用資産（「AUM」）に対するESG評価の割合
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は、2020年度の72％から84％に増加した。一般勘定では、375億ドルのサステナブル投資を有しており、

2022年度の一般勘定のAUMに対するサステナブル投資の割合は、2020年度の6.9％から9.3％に増加した。

 
3. 人材に関する戦略、指標及び目標

 

当社の多様性・公平性・包摂性（「DEI」）活動は、包摂的な企業文化に支えられた、多様な人材の獲

得、育成及び定着を目的としている。健康に関する当社の多面的な定義は、従業員の身体的、精神的、

社会的、経済的なウェルビーイングに焦点を当てたものである。当社は引き続き、従業員が自らのキャ

リアを主体的に築くために必要なツール、リソース及び支援を得られるよう、多様な学習・人材開発プ

ログラムを提供している。

 

当社の年次グローバル従業員エンゲージメント調査の回答率は88％であり、2022年度のエンゲージメ

ントスコアは77％に改善した。2022年度には、DEI採用チームが3,000件超の候補者選考プロセス、300件

超の面接、100件超の多様な候補者へのオファーを支援した。2022年度には、米国従業員の82％が３つの

多様性・包摂性プログラムのすべてを修了し、約90％が１つ以上のプログラムを修了した。

 

給与については、女性従業員及びアジア系従業員の給与は、平均して男性及び白人従業員の100％以上

であり、黒人従業員の給与は非ヒスパニック系白人従業員の99.3％以上、ヒスパニック系従業員の給与

は非ヒスパニック系白人従業員の99.0％であった。報酬全体については、女性の報酬は男性従業員の

99.8％であった。アジア系従業員の報酬は非ヒスパニック系白人従業員の100％以上であり、黒人従業員

の報酬は非ヒスパニック系白人従業員の99.4％であり、ヒスパニック系従業員の報酬は非ヒスパニック

系白人従業員の98.9％であった。
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